
 

平成 31年３月 15日 金曜日      鳥 取 県 公 報             号外第 22号   

 鳥取県公報 
平成 31 年３月 15 日（金） 

号外第２２号 

毎週火・金曜日発行 

 

目 次 

◇ 条  例  鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例（18）（住まいまちづくり課）・・・・４ 

鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（19）（空港港湾課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

（20）（病院局総務課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

鳥取県病院局企業職員定数条例の一部を改正する条例（21）（〃）・・・・・・・・・・９ 

 

 

- 1 - 



- 2 -

公布された条例のあらまし

◇鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

がけ付近における建築物の建築の認定手続等について、手続の重複を解消するなどにより建築主の負担を軽

減するため、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 次に掲げる場合においては、災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建築の許可を不要とす

る。

ア 建築物の敷地について、急傾斜地崩壊防止工事の施工により当該災害危険区域の指定の理由となった危

険への対策が行われている場合

イ 建築物を建築基準法施行令第80条の３本文に規定する構造方法を用いて建築し、又は同条ただし書の場

合に該当することにより当該災害危険区域の指定の理由となった危険に対応する場合

(２) 次に掲げる場合においては、がけ付近における建築物の建築の認定を不要とする。

ア 当該がけについて、急傾斜地崩壊防止工事が施工されている場合

イ 建築物を建築基準法施行令第80条の３本文に規定する構造方法を用いて建築し、又は同条ただし書の場

合に該当する場合

(３) 災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建築の許可は、特定行政庁が行うこととする。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成31年４月１日とする。

イ 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例について、(２)に伴う所要の

規定の整備を行う。

ウ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

公共施設等運営権の設定を受けた事業者（以下「運営権者」という。）の運営の安定性、継続性及び透明性

を確保するため、その事業の実施状況及び経営状況を鳥取県議会（以下「県議会」という。）に報告する制度

を導入する。

２ 条例の概要

(１) 知事は、運営権者について、毎年度、その事業の計画及び決算に関する書類を作成し、これを県議会に

報告するものとする。

(２) 施行期日は、平成31年４月１日とする。

◇鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

県立中央病院における診療体制の専門化等を図るため、病院で標榜する診療科名を見直す。

２ 条例の概要

(１) 県立中央病院で標榜する診療科名に腎臓内科を加える。

(２) 県立中央病院で標榜する診療科名のうち、神経内科を脳神経内科に改める。

(３) 施行期日は、平成31年４月１日とする。

◇鳥取県病院局企業職員定数条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由

県立病院の診療機能の充実強化を図るため、医療技術員等の増員等を行う。
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２ 条例の概要

(１) 職員の定数を1,296人（現行 1,285人）に改める。

(２) 施行期日は、平成31年４月１日とする。
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条 例
鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成31年３月15日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第18号

鳥取県建築基準法施行条例の一部を改正する条例

鳥取県建築基準法施行条例（昭和47年鳥取県条例第43号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（災害危険区域内における建築の制限） （災害危険区域内における建築の制限）

第３条 災害危険区域内においては、住居の用に供す 第３条 災害危険区域内においては、住居の用に供す

る建築物を建築してはならない。ただし、次の各号 る建築物を建築してはならない。ただし、知事が建

のいずれかに該当する場合においては、この限りで 築物の構造若しくは敷地の状況又は災害を防止する

ない。 ための措置の状況により安全上支障がないと認めて

許可した場合においては、この限りでない。

(１) 建築物の敷地について、急傾斜地崩壊防止工

事（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律（昭和44年法律第57号）第２条第３項に規定す

る急傾斜地崩壊防止工事をいう。以下同じ。）の

施工により当該災害危険区域の指定の理由となっ

た危険への対策が行われている場合

(２) 建築物を建築基準法施行令（昭和25年政令第

338号）第80条の３本文に規定する構造方法を用

いて建築し、又は同条ただし書の場合に該当する

ことにより当該災害危険区域の指定の理由となっ

た危険に対応する場合

(３) その他特定行政庁（法第２条第35号に規定す

る特定行政庁をいう。以下同じ。）が建築物の構

造若しくは敷地の状況又は災害を防止するための

措置の状況により安全上支障がないと認めて許可

した場合

（がけ付近の建築物） （がけ付近の建築物）

第４条 高さが２メートルを超えるがけ（傾斜度が30 第４条 高さが２メートルを超えるがけ（傾斜度が30

度以上である土地をいう。以下同じ。）の上又は下 度以上である土地をいう。以下同じ。）の上又は下

に建築物を建築する場合（災害危険区域内において に建築物を建築する場合（災害危険区域内において

住居の用に供する建築物を建築する場合を除く。） 住居の用に供する建築物を建築する場合を除く。）

において、当該建築物の位置が次の各号に掲げる区 において、当該建築物の位置が次に掲げる区域内で

分に応じ、それぞれ当該各号に定める区域内である あるときは、擁壁を設けなければならない。ただ

ときは、擁壁を設けなければならない。 し、特定行政庁（法第２条第35号に規定する特定行

政庁をいう。以下同じ。）が建築物の構造若しくは

がけの状況又はがけの崩壊を防止するための措置の
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状況により安全上支障がないと認めたときは、この

限りでない。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場

合には、適用しない。

(１) 当該がけについて、急傾斜地崩壊防止工事が

施工されている場合

(２) 建築物を建築基準法施行令第80条の３本文に

規定する構造方法を用いて建築し、又は同条ただ

し書の場合に該当する場合

(３) その他特定行政庁が建築物の構造若しくはが

けの状況又はがけの崩壊を防止するための措置の

状況により安全上支障がないと認定した場合

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。

（鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部改正）

２ 鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例（平成21年鳥取県条例第６号）の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第５条関係） 別表（第５条関係）

略 略

７ 次のいずれかの事 略 ７ 次のいずれかの事 略

由により移転される 由により移転される

建築物等（以下「移 建築物等（以下「移

転建築物等」とい 転建築物等」とい

う。）に代わる建築 う。）に代わる建築

物等を建設する目的 物等を建設する目的

(１) 鳥取県建築基 (１) 鳥取県建築基

準法施行条例（昭 準法施行条例（昭

和47年鳥取県条例 和47年鳥取県条例

第43号）第２条第 第43号）第２条第

１項の規定により １項の規定により

指定された災害危 指定された災害危

険区域内又は同条 険区域内又は同条

例第４条第１項各 例第４条各号に定

号に定める区域内 める区域内に所在

に所在すること。 すること。

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

略 略

（経過措置）
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３ この条例の施行の日前に行った改正前の鳥取県建築基準法施行条例第３条ただし書の許可又は同条例第４条

ただし書の認定の申請に係る建築物の建築については、なお従前の例による。

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成31年３月15日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第19号

鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例（昭和42年鳥取県条例第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第23条 略 第23条 略

（議会への報告）

第24条 知事は、運営権者について、毎年度、その事

業の計画及び決算に関する書類を作成し、これを鳥

取県議会に報告しなければならない。

（規則への委任） （規則への委任）

第25条 略 第24条 略

附 則

この条例は、平成31年４月１日から施行する。
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鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成31年３月15日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第20号

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県営病院事業の設置等に関する条例（昭和39年鳥取県条例第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（経営の基本） （経営の基本）

第２条 略 第２条 略

２ 病院事業の用に供する施設（以下「病院」とい ２ 病院事業の用に供する施設（以下「病院」とい

う。）は、次のとおりとする。 う。）は、次のとおりとする。

名称 位置 診療科名 病床の種別及び 名称 位置 診療科名 病床の種別及び

病床数 病床数

鳥取 鳥取 内科 脳神経内科 心 一般病床 504 鳥取 鳥取 内科 神経内科 心臓 一般病床 504

県立 市 臓内科 呼吸器内科 床 県立 市 内科 呼吸器内科 消 床

中央 消化器内科 腎臓内科 結核病床 10床 中央 化器内科 血液内科 結核病床 10床

病院 血液内科 糖尿病・ 感染症病床 ４ 病院 糖尿病・内分泌・代謝 感染症病床 ４

内分泌・代謝内科 腫 床 内科 腫瘍内科 外科 床

瘍内科 外科 消化器 消化器外科 呼吸

外科 呼吸器・乳腺・ 器・乳腺・内分泌外科

内分泌外科 心臓血管 心臓血管外科 脳神

外科 脳神経外科 小 経外科 小児外科 整

児外科 整形外科 形 形外科 形成外科 精

成外科 精神科 小児 神科 小児科 皮膚科

科 皮膚科 泌尿器科 泌尿器科 産婦人科

産婦人科 眼科 耳 眼科 耳鼻いんこう

鼻いんこう科 リハビ 科 リハビリテーショ

リテーション科 放射 ン科 放射線科 病理

線科 病理診断科 臨 診断科 臨床検査科

床検査科 救急科 歯 救急科 歯科口腔外科
くう

科口腔外科 麻酔科 麻酔科
くう

略 略

附 則

この条例は、平成31年４月１日から施行する。
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鳥取県病院局企業職員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成31年３月15日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第21号

鳥取県病院局企業職員定数条例の一部を改正する条例

鳥取県病院局企業職員定数条例（平成18年鳥取県条例第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数） （定数）

第２条 職員の定数は、1,296人とする。 第２条 職員の定数は、1,285人とする。

２ 略 ２ 略

附 則

この条例は、平成31年４月１日から施行する。
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